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要　　旨

　本研究 は、距離的 に も量 的に も拡大 して い る 日本お よび 中国の マ ル チモ
ー

ダル 輸送の 現状を把握 し、コ ン テ ナ に よ

る貨物輸送 に 関す る様 々 な課題を提起す る こ とを目的とする 。

　グ ロ
ー

バ リゼ ーシ ョ ン が 世界市場 にお い て 進展す る に従 っ て 、物流はグ ロ ー
バ ル 経済体系に大きな影響を及 ぼ して

い る 。 日本企 業 は競争優位性 を獲得する た め に、製造お よび製晶の 紐 立 ラ イ ン を 中国 に 移 し、日本国内で は より付加

価値 の 高 い 製品 を製 造 す る方向に転換す る傾向が あ る 。

　貿易取引に おい て も日本 と中国 との 関 係が ます ます 緊密化 して お り、両国は共 に 重要 なパ ートナ
ーと なっ て い る 。

企業が効率的な グ ロ ーバ ル
・
ネ ッ トワ

ー
ク構築す る に は、様 々 な地域 の 物流 シス テ ム を把握し、マ ル チ モ

ーダ ル 輸送

の 効率性を最大限 に引き出 して、モ ード間 にお け る輸送 シ ス テ ム を機能的 に す る 必要が ある 。

　中国政府は物流 の 重要性を認識 し、物流近代化政策 で は、鉄道、道路、沿岸部の 重要な バ ー
ス 、内陸河川、空港な

どの イ ン フ ラ整備 を進め て い る。しか し 、 現在、 中国で は 物流 イ ン フ ラ と流通 シ ス テ ム が欧米 の 先進国の よ うに整備

され て い な い
。 さ らに、省 を また ぐ地域間の 輸送 に 関す る免許制度など行政 に関す る 課題 が残され て い る 。 したが っ

て 、商品の 販売力を増大 し 、 市場占有率の 向上 を 図 るた め に は、原材料 ・部品等 の 供給先、製造企業、物流 セ ン ター
、

小 売業 に 至 る流通網 を どの よ うに 構築す る かが重要な課題 と なる 。

　近年、ICTが 目覚し く発 達 して お り、ビ ジ ネス 社会 に 広 く受 け入れられて い る。貿易手続きの 電予化が進み 、 輸送

中の コ ン テ ナ貨物 の 所在を正確 に把握す る こ とが 可能に な っ て きた 。 しか し、輸出国の 港 と輸入国の 港の 問の み なら

ず、内陸部か ら沿岸部に貨物を輸送する 場合の リス ク管理 を重視す る 必要があ る。

1．は じめ に

　企業は、オペ レ
ー

シ ョ ン の大幅な迅速化や コ ス ト削

減効果 を もた らす もの と して 、グ ロ ーバ ル ・サプ ラ イ

チ ェ
ー

ン （Global　Supply　Chain）に大きな関心を持 っ

て き た 。 市場 の グ ロ ーバ ル 化が 進展 し、製造企業 の 海

外拠点へ の 移転が 増加す る よ うに な る と、原 材料 ・
部

品の 海外調達 が増加して くる 。 こ の た め 原材料 の 調達

コ ス トや生産 コ ス トは 低下す るが、輸送 コ ス トはグ

ロ
ー

バ ル ・ビジネス が 進展する に つ れ て増大する傾向

が あ る 。 した が っ て 、企業 は輸送業務 を改革す る必要

があ るが、輸配送に は数多くの 配慮すべ き事項 が あり、

これ ら を手作業 に よ っ て 組み合 わせ を行 っ た り、その

経済性を検証 して 輸配 送業務 を策定す る場合 に は、相

当 な困難 を伴 うこ とが あ る 。

　 そ こ で 、サ プラ イチ ェ
ー

ン を形成す る企 業 は、国 際

物流サ
ービ ス 企業に対し、原材料 ・部品等の 調達 に 関

する輸送の リードタ イム の 短縮 と貨物輸送情報の リア

ル タ イ ム 把握が必要 となる 。 企業側の求め る高度 な

SCM の 実現 に は欠品 に よる販売機会の 損失を防止 して

在庫を圧縮す る こ とが 必要と なるが 、 国際物流 サ ービ

ス 事業者が 輸送 日数 を正確 に把握す る こ とが 不可能 な

場合 に は、輸送計画 を策定す る こ とが 困難 と なり損失

が生ず る。さらに、商品の 発注、受注、検品、保管、ピ ッ

キ ン グ、仕分け、包装等は、販売管理情報 シス テ ム と

物流情報 シ ス テ ム とが緊密な連携を図っ て い か な けれ

ば な ら ない 。

　国際 ビ ジネス は、急速な変革期を迎えて お り、 本稿

で 考察す る マ ル チ モ ーダル 輸送（1）に は 先進 の ICTC一 を

活用 した輸送 シ ス テ ム の 統合が 必要 とな る 。
ロ ジ ス

テ ィ クス ・ネ ッ トワ
ーク を形成 す る各結節点 を結ぶ リ

ン ク は、輸送上 の 障害 や 非効率性、積替え費用 の 負担、
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グロ
ーバ ル ・ビジネス に お けるマ ル チモ ーダル 輸 送 とその 課題に つ い て （荒畑 ）

時間の 無駄な どが 最小化 され て い る場合 に最 も効率的

とな る。本稿にお い て、マ ル チ モ
ー

ダ ル 輸送が距離的

に も量的 に も拡大 し、電子商取引が普及 して きた ビ ジ

ネス 社会にお い て、日本お よび中国 における輸送 シ ス

テ ム の 現状 を把握 し、貨物輸送 に関す る課題 に つ い て

検証する こ とを試み た い
。

2．ロ ジス テ ィ ク ス とマ ル チ モ ーダル 輸送

（1）製品輸送最適化計画

　企 業は、長期販売 ・ロ ジス テ ィ ク ス 計画 を策定し、こ

れ に基 づ い て リ ニ ア プロ グ ラ ミ ン グ に よ る 原材料調達

先 ・生 産工 場 ・物流 セ ン ター・輸送手段の 調達量 ・輸

送量 の 概略を決定す る。リニ ア プロ グラ ミ ン グ に よ る

生 産
・
購買

・
物流統合運営計画が策定さ れ た ら、原材

料調達先と調達量、部品 ・材料加工工場 の 生産高、組

立 ・加 工 工 場の 生産高、原材料
・
部品の 輸送量、各物

流セ ン ターへ の製品輸送量 が最適化され、決定され る。

輸送最適化計画 に基づ い て 生産工 場 の
一

日あた りの 製

品必要量が確定され、各工 場の 資材所要量計画の 情報

が 入力 され る 。 次 に、原材料 ・部品調達先及 び 調達 量、

加工 工 場先お よ び生産高等の 生 産
・
物流統合運営計画

か ら出力され る情報が必要とな る。

　 こ れらの 工場が海外や国内の 各地域 に存在 して い る

場合に は、生産リードタイ ム や輸送リードタイム が 異

なっ て くるの で 、上記 した情報 に基づ い て 、原材料
・
部

品、 製品の 在庫を低く抑えなが ら各工 場の 原材料 ・部

品の 加工 工 程計画 と組立 工 程計 画 を策定す る。近年、需

要の 多い 商品 の プ ロ ダ ク トラ イ フ が 極 め て 短期 間 に

な っ て きて い る た め に、市場情報に基づ い て、迅速な

生産・物流を対応 させ る こ とに よ り、無駄 となる 製品
・

原材料 ・部品等の在庫削減が 可能となっ た。

（2）港湾 に おけ る コ ン テ ナ貨物 の 取扱量

　製造業の グロ ーバ ル 化 に よ り、原材料
・
部品の 生 産

・

調達 とそ れ ら を使用 した 生産な どが 異なっ た 国で 行わ

れ て い る とい う国際分業 が 普及 して お り、国際分 業で

生産 され た 製品を複数 の 国の 間で 輸送す る とい う新 し

い 物流形態を考慮 しなければならない 。こ の ようなロ

ジ ス テ ィ クス の グロ ーバ ル化 に よ り、国外、国内にお

い て 原 材料 ・部品調達、製造
・
加工

・
組立が 分業化さ

れ て きて い る 。 こ れ らの 生産は、最も低廉で、必要 に

して 十分な品質を生み 出せ る 国あるい は 地域で 行 うこ

とが重要 となる 。 た と えば、自動車の 生産に関 して は 、

ボ デ ィ は マ レ
ー

シ ア の 工 場で、エ ン ジン は フ ィ リピン

の 工 場 で 生産 し、その 他の 部品は別 の 国で、完成車の

加工 ・組立 は 中国あ る い は タ イ工 場 で 生産す る とい う

方式で ある。ASEAN 諸国 も部品輸入 の 関税低減
・撤 廃

を推進 して お り、生 産
・物流 の総 合 ロ ジ ス テ ィ ク ス ・コ

ス トの 低減化を図る 必要が あ る。

　こ の ように 、企 業は生産を合理化 し、顧客サ ポ
ー

ト

情報を得 て原材料 ・部品、サ
ービス を グ ロ ーバ ル に 調

達 し、製品を世界各地 に供給してお り、航空機、船舶、

貨車、トラ ッ ク な どの 貨物輸送 の 需要が増大 して い る 。

貿易取引量 の 増大に対応して、コ ン テ ナ に よ る複合輸

送の普及を促進 したの で あ る。コ ン テ ナ 輸送は、国際

複合
一

貫輸送 を前提 と して お り、戸 口 か ら戸冂 （door

to　door）へ 貨物を輸送する た め に各種の 輸送手段がそ

の
一

翼 を担 っ て い る 。 国際貿易 の 自由化 と産業の グ

ロ
ー

バ リゼ
ー

シ ョ ン の 進展 に よ り、コ ン テ ナ で 輸送 さ

れ る付加価値の 高い 商品の 取引量 が 拡大し、国際的 に

輸送される コ ン テ ナの 総数 は、2011 年まで に 1億 2，230

万 TEU に増加する と予測 され て い る〔／s）
。

　大型 コ ン テ ナ 船は輸送効率を高め る ため、取扱量 の

多い 大型港 に しか 寄港しな い が 、こ れ らの コ ン テ ナ貨

物 を 受 け入 れ る ト ラ ン シ ッ プ メ ン ト ・ハ ブ

（TVansshipment　Hub）c4〕と して 、シ ン ガ ポール 、香港、

高雄 な どの 従来 か らの ハ ブ港は もと よ り、上 海、マ レ
ー

シ ア の タ ン ジュ ン ・ペ ラパ ス、韓国の 光陽な どの ハ ブ

港 も大量 の 積替貨物 が 取扱わ れ る もの と予測 さ れ る 。

こ の ような増大する 港湾 コ ン テ ナ取扱量 に対応す る に

は、さ らに多くの コ ン テ ナバ ー
ス が 必要 に な り、 拡大

を続ける 中国の 内陸奥地 に コ ン テ ナ を効率的 に輸送す

る た め に不可欠な鉄道、 道路、航空 、 内陸水路に よる

タ
ー

ミ ナ ル へ の ア ク セ ス を確保す る に は、膨大 な額 の

投 資が 必 要 とな る。

（3）マ ル チモ
ー

ダ ル輸送の 効率化対策

　コ ン テ ナ に よる複合輸送で は 、 標準的なパ レ ッ トと
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コ ン テ ナ を使用す る た め に貨物の 保管と輸送 を効率化

する こ とが 可能 と なり、多様 な輸送モ
ー

ド間で の 積替

えも迅速 に行うこ とが で きる ように な っ て きた 。近年、

コ ン テ ナ 船の 大型化 に備 え て 世界 の 主要港 で は 大型 の

コ ン テ ナ タ
ー

ミナ ル が 建設 され て い る 。 さ らに、ICT を

駆使する こ と に よ っ て 企業間取引は増大 し、輸送距離

が 拡大する ように な っ て きた 。 多くの 産業 にお い て は、

グ ロ ーバ ル 効率化 と現地適合化の 同時達成 を巡 っ て グ

ロ ーバ ル 競争が 激 化 して きて お り、企 業 は、コ ス ト・品

質 ・ス ピー
ドに お い て 国 際競争 に 対 応 す る た め に グ

ロ
ー

バ ル な規模で 戦略的ネ ッ トワ
ー

ク を基盤 とする 効

率的で 質の 高い シ ス テ ム の構築を推進して い る 。

　企業が効率的 な グ ロ ーバ ル
・
ネ ッ トワ

ー
クを構築す

る場合 に は、国境を越えた 政治的 ・経済的な差異を認

識 し、さまざまな地域 の 物流 シ ス テ ム を把握する必要

がある 。 さ ら に、国外の み な らず国内 の 広範な地域か

ら財を調達 し、大規模な市場 に供給す る こ とが で きる

よ うな ICT が必要 と な る 。 企業は、効率的な ICT を駆

使す る こ と に よ っ て、貨物 の 輸送時間とそ の 費用 を低

減す る こ とが で き、輸 送指示情報や 積荷情報、各国の

規制 に 関する 情報 を迅速 に伝達す る こ とが 可 能 とな る

の で ある 。 した が っ て 、輸送モ
ード間の 貨物積 み 替え

の た めの 物理的な接点だけで な く、マ ル チ モ ーダル 輸

送 全体 の効率性 を最大限に 引 き出す ため の モ
ード問 に

おける情報交換 を可能 とす る ICT を使用す る こ とが 重

要な条件とな る、， 企 業が 、 XMLtEDI に基 づ く情報 シス

テ ム を構築 し、輸送 モ
ード間に お ける ロ ジス テ ィ ク ス ・

ネ ッ トワーク を通 じ た貨物輸 送 を 合理 化 す る こ と に

よ っ て 、貨物輸送 を効率的に 行うこ とが 口∫能 となる の

で ある e

　 マ ル チ モ
ーダル 輸送 を効率的 に 行うに は輸送 シ ス テ

ム の 統合が不 可 欠で あるが 、しか し、各輸送 モ
ー

ド・シ

ス テ ム は多様で あ り、か つ 、補完的 と は い え な い 面が

み られる 。 しかし、輸送 シ ス テ ム に対
．
す る結節点 とそ

の 間を結ぶ 輸送の 果 たす役割は極 め て 重要 で ある 。 現

在、物流拠点へ の ロ ジ ス テ ィ ク ス 集約が 効率的に 進展

して い る ヨ
ー

ロ ッ パ で は、EU 統合 が 拡 大 し、マ ル チ

モ
ーダ ル 輸送 に 対する 条件整備が 急速 に 進 ん で い る （i｝。

一
方、ア メ リ カ にお い て も、東海岸、内陸地 域、西 海

岸 に ある物流拠点 に 製品を輸送 し、 再出荷する とい う

場合、ICT を用 い て 輸送手段 を効率的 に 運営 して い る 。

こ の よ うな EU お よ び ア メ リカ の 先進的 な輸送 シス テ

ム に対して 、ア ジ ア 諸国の 物流は 発展途上 に ある とい

える 。 こ の 輸送 シ ス テ ム は国 に よ っ て各々 異 な っ て お

り、特に、ア ジ ア 地域 の マ ル チモ
ーダ ル ・シ ス テ ム の

特徴 は、伝統的なシ ス テ ム と近代的 な シ ス テ ム とか ら

形成 され て い る 点 にあ る 。 そ こ で、以下 に お い て 、
マ

ル チ モ
ー

ダル 輸送を
一

層普及 させ て い くた め に、日本

及 び 中国の 現状 を把握 し、輸送面 にお け る 問題 点を検

討す る。

3．日本 の 輸送

（1）最適な輸送条件

　近年、東ア ジ ア 諸国、ASEAN 諸国 の 工 業が著 しく発

展 し、各国 ・地域 の運輸業に対する規制緩和や 自由化

政策が 、国際海上 コ ン テ ナ輸送お よ び 国際航空貨物輸

送 の 増大を促 した。国際物流 にお い て は、海上 輸送、航

空輸送、鉄道
・トラ ッ ク輸送 とい っ た各機能を専門業

者 が 個別 に 管理す る 傾向が み られ た 。 しか し、国内の

物流 の 分 野で は、3PL （6）な どの 概念が 浸透 し、貨物輸送

や保管、荷役 とい っ た物流機能を効率化 す る と い う考

え方が 強 ま っ て い る。さ ら に 、環境対策 とい う物流 問

題 に 直 面 す る 荷主側、船会社、JR 貨物、トラ ッ ク業界

な どの 異 な る 分野の 輸送業者 が お 互 い に協力 しなが ら

最適な輸送条件 を検討す る こ とが重 要とな っ て きた。

すなわ ち、2005 年2月 、 「京都議定書」が 発効 し、2012

年 まで に 自動車が 走行時 に 出す二 酸化炭素 の 排出量 を

1990 年比で 6％削減す る とい う約束を達 成 させ る必 要が

あ る 。 こ の 目標 を達成 させ る た め に、トラ ッ ク 輸送 を

鉄道や 船舶 に代替す る モ
ー

ダル シ フ トは有効な手段と

な るが 、この よ うな 場合、輸送 コ ス 1・やリ
ードタ イム

等が荷主側の 主な関心事 と なっ て くる n

　 こ の ような温暖化ガ ス の 削減を批准国 に義務づ ける

「京都議定書」の 発効 を受けて、H本は2005年8月 「省

エ ネ法 （エ ネル ギ ー使用の 合理化に関す る 法律）iを改

正 した 。 こ の 法律 の 改正 に よ っ て 、荷主 と輸送業者 は

モ
ー

ダ ル シ フ トや 輸配 送 の 効率化 とい っ た措置 を講 じ

る義務 が 生 ず る よ うに な っ た。マ ル チ モ
ーダ ル 輸送 を
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グロ
ーバ ル ・ビジネス に お ける マ ル チ モ ーダル 輸送 とその課題 に つ い て （荒畑 〉

実現す る に は、輸送 シ ス テ ム の 統合 が必要 と な る 。 ト

ラ ッ ク と鉄 道、船 舶 と トラ ッ ク、航空機 と トラ ッ ク と

い っ た 各輸送モ
ー

ド間に相互 運用性が 欠ける 場合 に は、

輸送 コ ス トの 」．二昇や輸送サ ービス が 制約され る こ とに

なる。

　国内の 短距離で の マ ル チ モ
ーダ ル輸送を活用する場

合に 、 積替え費用の 負担が 重 くなる こ とがある。した

が っ て 、輸送モ
ー

ドを超えて 効率性 を追求する 場合 に

重要 とな る
一

つ の 側面は 、 結節点で の 連結が整備 され

て い る か ど うか で あ る 。 結節点 にお ける施設は、効率

的 なサ ービ ス を提供で きる よ うに標準化 され なけれ ば

ならず、各結節点へ の ア ク セ ス を 開発 ・改善する必要

が あ る 。

　マ ル チモ
ー

ダル 輸送 の 効率性 を 高め る た め に、  配

送先企業が指定した時間内に物資や 製品を引渡す こ と

がで きる か、  大量の 貨物 の 場合 に 貨車 や トラ ッ ク便

を仕立て る こ とが で きる か、  農産物 や 医薬晶などの

低温輸送へ の 需要が増加 して い る現状から、産業 ご と

の ノ ウハ ウ を生 か した輸送 が で きる か 、   電子情報交

換が で きる か、  輸送 コ ス トをど こ まで 低減 で きる か、

等の よ うに 国際物流 分 野 に お い て も荷主企業の ニ
ーズ

は細分化 して きて お り、サ プ ラ イチ ェ
ーン の 最適化を

図 るサ
ービス 内容が要求 され る よ うに なっ て い る、，

（2）海上 コ ン テ ナ の リ
ー

ドタ イ ム 短縮

　効率的な グ ロ ーバ ル ・ロ ジス テ ィ ク ス ・シ ス テ ム を

実現す る に は、港湾 に お ける船舶入出港手続 きの 簡素

化、税 関手続 きの 簡素化、規制撤廃、モ ード問 シス テ

ム の 開発等 に つ い て 政府や 企業の 協力 が 必要 に な る 。

その 理出は、貨物量の 増大 とともに、大型 コ ン テ ナ 船

を各航路 で多数の 港に寄港させ る こ とは船会社に とっ

て経済的に不利 で あ る ばか りで なく、航路 日数が延 び

て競争上 不利 と な るか らで あ る 。
コ ン テ ナ船 の 大型化

の 進展 と共 に船会社の 利益向上 を図るに は、ハ ブ 港を

建設する と い う必要性 が 世界 の メ ガ ・キ ャ リ アー

（Mega 　Carrier）〔7｝の 中で 生 ず る よ うに な っ て き た 。

　大量 の 貨物 を超大型 の コ ン テ ナ 船 に積卸 しす る た め

に は、船舶が多くの 港に 寄港するの で は な く、主要 な

ハ ブ 港 で 大量 に 積卸 しして 、そ の 他 の 港 と の 問 は

フ ィ
ー

ダ
ー

船 に よ っ て 輸送 す る とい う形態が 取 り入 れ

られ て い る。現在、北部九州が ア ジ ア市場 の 拡大を視

野 に 入 れ 、ア ジ ア の 国際物流の 玄関口 と して 、海 と空

の 窓 口の 拡充を図る た め の 大型 プ ロ ジ ェ ク トを進 め て

い る 。 北九 州市は、高度経済成長を続け る中国との貿

易取引量が 増加 して い る こ とか ら、港湾施設 「ひ び き

コ ン テ ナ ターミナル ；HCT 」の 造営 に着手し、2005 年

4 月に 開港した。こ の コ ン テ ナ タ
ー

ミ ナ ル は 24時間荷

受 が 可能で 、水深 15 メ
ートル の 岸壁 を整備 し、10万 ト

ン 級の 大型 貨物船 が接岸で きる。中国や 韓国な どから

北米へ の 経由地 と して 、従来 の 太平洋航路よ り最大2囗

間短縮で きる よ うに な る 。

（3）航空貨物輸送の発展

　航空輸送は、航空技術の 発展、経済の グロ ーバ ル 化、

各国の 航空輸送 に対す る規制緩和政 策等に よ り急速 に

発展 して きた。航空輸送で は輸出入 と もに半導体や電

子製品、精密機器な どの 輸送が 増加 し、地域的 に は、日

本企業の 現地生産や対中国ビ ジネス の 拡大を背景に ア

ジ ア 諸国 との 輸送 が 増加 して い る 。

　製品の 付加価値 が 高い 場合、航空貨物運賃が 高 くて

も、在庫 ・金利費用や販売機会等を考慮す る と物流 コ

ス トは低下す る こ と に なる 。 さら に、海上 輸送 か ら航

空輸送 に転換すれ ば、製品の在庫日数を大幅に短縮す

る こ とが可能 とな り、顧客ニ ーズ の 変化 に対応す る こ

とが で き、 過剰在庫を削滅す る こ とが で きる 。 また 、 企

業が 世界の 国 々 や 地域 に製造拠点 を設立 し、SCM を 形

成 して ジャ ス ト ・イン ・タ イム 方式 に よ る製品の 引渡

しが実現する と、輸送時間が短縮され、信頼性が指向

され る よ うに なる。空港間の 輸送 で は、航空機 に搭載

され る コ ン テ ナ に IC タグ が付い て い る の で、コ ン テ ナ

の 動向は 自動的 に把握され る 。 さら に 、航空貨物が着地

空港に到着して か ら 、 荷受人 に引渡され る まで の時間

も大幅 に短縮される よ うにな っ た 。

4。中国 の 輸送

（1）物流 シ ス テ ム の 発達

　中 国 は、「世界の 工 場」、「世界の 消費市場」と評価 さ

れ て お り、中国製 の 製品 を大量 に調達す る ため に、米
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国際 ビジネス 研究学会年報 2006 年

国、EU お よ び H本 の 製造企業や物流 企 業 は 中国市場 に

進出 して 製造拠点 や E海、広州、深蝋などの 沿岸都 市

には 調達 セ ン ターを設立 して い る 。 凵本企 業 は、何千

トン に も上 る機械、組立 て ロ ボ ッ ト、その 他重要な コ

ン ポ
ー

ネ ン トを中 国 に輸出 して お り、日本 と 中国 との

経済関係が ますます緊密化 し、而国は共 に重要なパ
ー

トナーと な っ て い る の で ある ，、 中国 に とっ て は、物流近

代化 を実現 して 取引 コ ス トを低 ドさせ れ ば 、 競争優位

性 を持続 させ る こ とが で き るが、中国の 物流近代化 は、

経済体制の 改革 と並行 しなが ら模索 して い るの が 現状

で ある 。 そ の 為、物流が 市場 シ ス テ ム を基盤 と して発

展す るの は、屈折 を経た 長い プ ロ セ ス が 必要で あ る と

思 わ れ る 。

　 こ の ような状況 の中で、中国政府、学界で は物流近

代化 を巡 っ て 政策、計画、コ ス トの統計体系と計算指

標などの 応用理論に重点を置き、積極的 に研究活動を

行 っ て い る。例えば、2002年 4月、 元国家経済貿易委

員会、交通部、元対外経済貿易部、鉄道部、税関総署、

国家品質検査総局は
、 中国の 物流近代化が新しい 段階

に 入 り、コ ン テ ナ運 送の 発達 を促進する 為 に 道路、鉄

道、水運、港湾の 管理、物流 イ ン フ ラの 整 備 を行 い 、マ

ル チ モ
ーダ ル 輸送 を普及 さ せ る こ と を 明確 に した （B）。

国務院は、商業発展計画の 制定、流通体制改革の 推進

と流 通 シ ス テ ム の 普及 に努め て お り、商務部は、物流

近代化 に関す る構想 を掲げ、地方の都市や物資集散地

お よび港湾等の 基盤 を整備 して 、資源 の 再配置、流通

機能の 革新 を 図 り3PL 物流企業を積極的 に育成 して、

効 率的 なマ ル チモ ーダル 輸送 の 実 現 を 図っ て い る 。

（2）物流 イ ン フ ラ 近代化の 現状

　物流 イ ン フ ラ を み る と、「国民経済 と社会発展 の 第10

次 5力年 （2000−2005）計画一総合交通体系発展重点専

門計画」の 中で は、2005 年 まで に鉄道全体 で は 7．5万

km 、道路全長 は、160 万 km 〔26，000km は高速道路）、

沿海部 にお ける主 要な バ ース は 800 個、内陸河川 は 11

万 km 、空港 は 約 150 カ 所、石 油パ イ プ ・ラ イ ン は 4万

km 、都市道路 は 18 万 km とい う目標 に設定 した〔”）
。

　中国で は、トラ ッ ク 輸送 は鉄道 や 内陸水路 よ りもコ

ス トは高い が、外国の 企業に とっ て 、トラ ッ ク輸送 は

配送形態 や 配送時間等 を管理 しや す い の で、梱包済

み 最終製 品の 輸送手段 と して 利用され て い る 。中国政

府 もこ の 事態を認 識 して お り、トラ ッ ク輸送網の 整備

として 、中国 の 主 要 な都市 と沿岸部、揚子江沿い の 四

省 の 幹線道路、蘭州か ら連運港、北 京か ら広州 を結ぶ

トラ ッ ク 輸送網 の 整備 に巨額 の 資金を投下 して い る。

高速道路の 総延長は 2002年に は 25，000 キ ロ メートル

を越えて 匿界第二 位 とな っ た 。 しか し、中国 に は多く

の 自治区
・地 域が存在 して お り、生 産

・
流通の 過剰設

備、複雑で 非効率的な官僚主義、地方の 保護主義 （い

くつ か の 地 域や 自治体 で は、外部 の 運送業者 に は ラ イ

セ ン ス を 与えず、地元 の 企 業を保 護 して い る た め に、貨

物を次の 管轄区で 別 の トラ ッ ク に 積替えて 輸送す る 必

要があ る〉等 に よ る複雑な流通 シス テ ム 、3PL の 能力

不足、制約的な法規制 な ど、中国 は先進国に 比べ て イ

ン フ ラ整備の 遅れが指摘 されて い る 。 特に、内陸部と

西部地域に は多数 の 人々 が居住お り、流通面 で の ア ク

セ ス の非効率性等が 原因とな っ て、ビ ジ ネス の 発展 を

阻害 して きた の で ある 。 こ の よ うな理由に より、中国

政府は 、国内の ロ ジ ス テ ィ ク ス お よ び輸送 イ ン フ ラ の

近 代化 を積極的 に 進 め て い る の で あ る。

　物流構造をみ る と、道路 輸 送、航 空 輸送 との 競争 と

の 競争激化の 中で 、鉄道輸送は 従来 の 業務 とサ
ービス

を活性化させ なが ら、コ ン テ ナ 輸送を導人 して競争優

位性 を確保す る 。 ま た、高速道路 の 全長が 2万 km を越

えた こ と を背景 と して、道路輸送は都市間輸送の 開拓

に専念 し、都市間急便、コ ン テ ナ輸送、冷凍輸送 は急

速 に 発 展 して い る 。

　航空輸送 につ い て は、日本企 業の 製 造 拠 点 が 増 加 し

て い る ヒ海 な ど の 主 要都市 と 口本 を 結ぶ 航空路線 は 、

欧米諸国など他路線 に比較 して相対的 に増加 して い る 。

しか し、航空輸送料金が 高 く、路線も限定され て お り、

情報イ ン フ ラ も十分 に整備 され て い ない
。 製造企業は、

中国で 製造 した 製品 を大量 に輸送す る と い うよ りも、

む しろ 必要な製品を需要に応 じて 日本 に輸送す る傾向

が ある 。 現在、航空会社 で採用 して い る航空機 は 中型

機が 主 流で あ り、全 日本空輸も中型機 を採用す る こ と

に して い る（1°）。全 日本空輸が 中型 機 を 選 択 した の は、今

後、日本 ・
中国

・
韓国の 物流 は 1 フ ラ イ トあた りの 積
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グ ロ
ー

バ ル ・ビ ジネス に お ける マ ル チ モ
ーダル 輸送 とそ の課題 に つ い て （荒畑）

載ボ リ ュ
ー

ム よ りも輸送頻度が 重視 され る とい う見方

を して い る か らで あ る 。 しか し、中型機は大型 機 と比

較 して空港使用料は 安い が 、輸送単価 は高 く経済性 に

優れ て い る とは い え ない
。

　 ヒ述 したように、現代 の 中国社会 に は、非効率な流

通 シ ス テ ム な ど深刻な問題 を抱 えて い る 。 そこ で、近

代的な物流シ ス テ ム を構築して取引相手先に満足 して

もらうため、供給者側 と需要者側 を繋 ぎ、効率的か つ

迅速 に商Aliを提供する こ とが必要とな る 。
こ れ らの 条

件 を充足す る た め に、物流 を合 理化す る こ とが 重 要 な

課題 とな る。物 流 の 合 理 化 は物流 技術 の 進歩 に 依拠す

る こ と もあ り、運送、包装、流通加一［：と密接 に 関連 し

た情報通信技術 〔ICT ）を駆使す る こ とに よっ て、効率

的で 環境 に優 しい グロ
ー

バ ル ・ロ ジ ス テ ィ クス ・ネ ッ

トワ
ーク の 構築を容易 に確立 す る こ とが 口∫能とな る 。

　中国で は、2000年 に設立 した聯華桃浦配送 セ ン タ
ー

は、すべ て コ ン ピュ
ータに よ っ て管理 さ れ て お り、 高

層立体商品棚 の 採用、零 細貨物選択管理 シ ス テ ム の 採

用 に よ っ て、倉庫空間の 利用率を高め 、移動式バ ッ テ

リー・フ ォ
ー

ク リ フ ト等を使用す る こ とで 、積卸 し作

業の 自動化 、労働 強 度 の 軽 減 、配 送 時 間 を短縮 す る こ

とが 口∫能 とな っ た。さ ら に、ワ イヤ レ ス 端末 や バ ー
コ
ー

ド技術などの ような電子的手段 に よ っ て、商品 の 入荷、

貨物の 検査、配送 な どが 手配 され る ように な り、貨物

の 迅速な引渡 しが行われ、トラブル の 発生が大幅 に改

善され た 。
こ の ように、ICT の 発達に よ り、 物流方式 、

流通の 組織、貨物情報の 流 れ な ど に質的 な変化 を もた

らせ たの で あ る。

（3）日系物流 企業の 中国進 出

　中国の 物流は 高速道路 を含め た物流 イ ン フ ラ が十分整

備 され て おらず、環境問題 や交通混雑を緩和させ るため

に都市部へ の トラ ッ クの 乗 り入れ は相当程度制限 され て

い る。また、後述する ように、省 をまたぐ地域間輸送 に

関する免許制度 の 不備 な ど、行政 に 関する問題 も未解決

の ままで ある ｛L！l）。専門的な物流サ
ービス 企業 も存在 し

始め て い るが、こ れ らの 企 業 の 多くは、サ
ー

ビ ス 水 準 と

業務の 効率性が 低 く、機能面 で も輸配送や 保管 とい っ た

単純な物流サ
ービス しか提供で きない 。製造企業 に と っ

て 有益 な 流通加 工、在庫管理 、物 流 コ ス ト削減 な どに 関

す る 各種提案を行い 、さらに ロ ジ ス テ ィ ク ス 業務 を管理

で きる企 業は少な い の が 現状 で あ る。

　従来、中国 におけ る 日本や欧米 の 外資系物流企業 は、

現地 に生 産拠点 を 移 した外資系荷主企業に対し 、 部品

調達や完成品の輸出 フ ォ ワ
ー

デ ィ ン グ と国際輸送サ
ー

ビ ス を提供 して い た 。 これ ら外資系物流企業 は、中国

と 日本や欧米を結ぶ 国際物流が 中心 で あ り、 主 に船積

貨物や 航空貨物な どの 大手輸送 キ ャ リ ア が 業務 を行 っ

て い た 。 ま た、中 国の 沿岸部 を発着す る キ ャ ノ ン 製品

の 国際輸送で は 囗通が 主力 とな っ て い た，

　日通をは じめ と して 山九、日新とい っ た物流業者が、

国際輸送を rト1心 として事業を展開 して きた の に対 して 、

三 菱商事は 1990年代中頃か ら、中国国内向け物流 を目

標に国内の ネ ッ トワ
ー

クの 構築を進めて きた。1996年

4月 に 三 菱倉庫 とケ リ
ーグル

ープ との 合併 に よ り、上 海

菱華倉儲服務有限公司を設立 し、上海の 浦東地区に 総

額約 1
，600 万 ドル を投資 して 中国最大級 の 物流 セ ン

ターの 建設 に着手 した 。 さ らに 、 同年 8月に は 上海浦

菱儲運有限公司 を 設立 し、自社車両 に よ る 国内の ト

ラ ッ ク輸送 事業を開 始 しだ
12）。同社 は、中 国 23都市 に

32 の 拠点 を構築 （2004 年上半期現在）し、キ ャ ノ ン な

ど日 系 の 大手企業 を顧客 に して お り、中国国内で ト

ラ ッ ク輸送 を展開 して 現地 ネ ッ トワ
ークの 整備 を進 め

る こ とがで きた 。

　日系の 航空 フ ォ ワーダーとして 、 近鉄エ ク ス プ レ ス

社 は、日本 と 中国の 国際輸送か ら香港、上 海、北京 な

ど沿岸部 の 大都市を中 心に 拠点を設 置 し、精密機械、コ

ン ピュ
ー

タ 関連機器、電子部品等の 輸送 を行 っ て きた。

同社は中国国内 で 製品を販売す る 企業からの 要請 で

1997 年に定期混載 トラ ッ ク便 サービス を開始 し、武

漢、重慶、西安などの 内陸部まで をカバ
ー

し、各主要

都市と上 海を結ぶ便で輸送 して い る 。

（4）現地 の 物流会社 の 展開

　外資系の 物流企業 は、従来、フ ォ ワ
ー

デ ィ ン グ や マ

ル チ モ
ー

ダル 輸 送 、道路輸 送、倉庫業 な どの サ
ー

ビ ス

を提供 して きた 。 こ れ に 対 して 、中 国系の 物流 企 業 は、

倉庫業や代理店業な どの 単
一

の サ
ービス の 提供 に と ど
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まっ て い た。しか し、近年、総 合物 流 の 提供を 目指 す

中国系の 企 業が 増加 して い る 。まず、対外貨物輸送 を

行っ て い る シ ノ トラ ン ス が 、グ ル
ープ企業化して 総合

物 流企業体 制 を構 築 して い る 。政府系企 業で は、

COSCO （中海遠洋運輸集団）の 物流部門で あ る コ ス コ
・

ロ ジ ス テ ィ クス が成長 して い る。民間企業で は、鉄道

輸送して い る小口配送 を運営する宝供物流、北京 と上

海間の 宅配事業を行 っ て い る 宅急送 、
ハ イ アール （海

爾集団）の 物流子会社 な どが外資系荷主 を対象と した

3PL事業を展 開 して い る。

　 中国政 府系物流企業で ある 招商局物流 （チ ャ イ ナ ・

マ
ー

チ ャ ン ト ・ロ ジス テ ィ ク ス 〉と、シ ン ガ ポー
ル の

セ ム コ
ープ ロ ジス テ ィ ク ス の 共同出資で 設立された深

I！r1新 科 安 込 后勤保 障有限 公 司 （ST −ANDA

LOGISTICS ）は、中国866の 都市 をカ バ
ー
す る輸配送

ネ ッ トワーク を構築し、ジ レ ッ ト、ジ ョ ン ソ ン
・
ア ン

ド・ジ ョ ン ソ ン、エ ク ソ ン モ
ービル

、 ク ラ フ トな ど欧

米系 の 有力企業か ら中国に おける 物流業務を全面的 に

受諾して い る 。 そ の 範囲は、中国で 生 産 した製品 を欧

米各国に 輸 1出する とい っ た 国際輸送 だ けで な く、国内

の 物流 に まで 及 ん で い る（13）。

（5）物流 シス テ ム の 課題

　 2001 年 12 月 11 日、中国 は WTO （World 　Trade

Organization：世界貿易機関）に加盟 した 。
　 WTO 加盟

に よ り、中国政府 は輸出入お よび 海外か らの 投資 に世

界各国が 適用 して い る WTO ル ール に従うこ とに合意

した の で あ る 。 海外 の 企 業 が 工 場 を 中国に 移転 した 場

合、国 際法や 標準的な商慣習 に従 っ て 保護する こ と を

海外の 企 業に 確約 した こ と に よ り、多くの 企業が 中国

に製造拠点を移 し、それをグロ
ー

バ ル ・サプ ライチ ェ
ー

ン に組み 込む こ とが
一

層容易とな っ た 。

　従来、中国 は厳格な法的規制を課 して おり、外国企

業の活動に対して 制約を課 して い た の で ある 。

一
例 を

挙げる と、中国法人を持 た ない 外国企業は、中国の 企

業 に直接商品 を販 売する こ と は で きず、許認可 され た

輸 入 業者 を通 して 販売 す る こ と に な っ て い た 。 しか し、

WTO 加盟 に伴 う規制緩和 の
一
環 と して 、外資 100％ 出

資に よる物流会社の 設 立 が 認め ら れ、事業規制は 着実

に緩和 さ れ て い る 。 こ う した動 きの 中で 、ア ル プ ス 物

流 は、1995 年に 中国進 出 を果 た して 以 来、中国の 各地

域 に製造拠点を構築 してい る H系の 組立て メ
ー

カ
ー

に、

主 に 日本や東南ア ジ ア で 生 産 した 電子部品 をジ ャ ス ト・

イ ン ・タイム で供給 してい る。現在、同社は、中国の

天津、上 海、広東、香港に倉庫を保有 し、組立工 場 の

生産状況 に応 じて ピ ッ キ ン グ ・仕分けして トラ ッ クで

納品す る ま で の
一

連の 業務を担当して い る。

　 しか し、本稿で考察して きた ように、中国で は、物

流 イ ン フ ラ と流通 シ ス テ ム が 先進諸国の よ うに整備さ

れ て い な い の が現状 で あ る、，鉄 道 輸送 に 関 して も、サー

ビス が 悪

’
く、非効率的で あ る。通常、沿海地 域 と内陸

部を結ぶ物流 は鉄道、トラ ッ ク、コ ン テ ナ船 を組 み 合

わせ た輸送 シ ス テ ム が効率的 と考えられ るが、それ ら

を所管する行政部門が異な る た め、輸送手段 の 接続 が

効率的 に行 わ れて い ない の が現状 で あ る（14）。

　中国市場 で商品の 販売増加 と市場占有率 の 向 ヒを図

るため に は、原材料 ・部品等の供給先お よ び製造企業

か ら小売業 に い た る流通販売網 をどの よ うに構築する

か が 重要な課題 と な る。日本を含め た外資系企業の 進

出 に よ っ て 、中国の 小売市場 で は 外国で 形成 され た小

売業の 市場参 入 が 増大 して い る。例 えば、ア メ リ カの

ウ ォ ル マ
ート、ドイ ッ の メ トロ 、フ ラ ン ス の カ ル フ

ー

ル な どが中国政府や 地方政府 の 許認可 を取得 して合弁

企 業を設立 して い る 。 中国政府の 流通政策 の
一

環 と し

て 、国内の 流通企業 は チ ェ
ー

ン ス トア 経営 の 推進 を

図 っ て きて お り、 外資系企業の 市場参人 を受けて 上 海

の 聯華超市股分有限公司が 食品ス
ーパ ー

や コ ン ビニ エ

ン ス ス トア を同 時 に展 開 させ て い る。

　 こ の ような 小売業界 の 動向を考慮して 、日系企業は

中国全土 に対 して 事業拡大を図 るため に は、どの よう

な流通 チ ャ ネル を構築すれ ば よい の だ ろ うか。すで に

述べ た よ うに、中国 で は沿岸都 市部と内陸奥地で は市

場、物流 シス テ ム が 大 き く異な っ て い る 。 市場規模 が

小 さく、物流イン フ ラ も充分整備され て い ない 内陸の

者［1市部 に物流拠点 を 設概 して も、運用 コ ス トの 増大を

招 くこ と に な る 。 した が っ て 、各地域 の 中国管理当局

の 政 策、商慣 習、競合企 業 の 参入 状 況 、消 費者 の 嗜好

等を考慮して 、ど の よ うな物流 シ ス テ ム を形成 した ら
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グロ
ーバ ル ・ビジ ネス に お け る マ ル チ モ

ーダル 輸送 とその 課題 につ い て 慌 畑）

よ い かを検討す る こ とが ロ系企業 に 共通 の 課題 とな る 。

　中国国内の 卸売業界 で は、伝統的 な 国有卸 売企 業 の

販売網 や メ
ー

カ
ー

の 流通 チ ャ ネル 、私営卸売 チ ャ ネル

が並存して い る状態で ある 。 しか し、沿岸主要都市部

で は卸売業界も次第に変化 して きて い る，，例 えば、丸

紅 と．．11海一
百集団が 合資会社 上 海百紅商業貿易公司 を

設立 し 、 国内外の貿易商向けに機能的な物流 セ ン タ
ー

を設立する よ うに なっ た 。

　
一．一
方、中国内陸都市部で は流通チ ャ ネル 構築の 課題 が

残 され て い る 。例 え ば、日本 の 卸売業者 と異な り、中国

の 卸 売業者 の 多くは、倉庫管理 や店舗 配 送 を含 む物流

ネ ッ トワ
ー

ク を構築 して お らず、省 を越えて 卸販売す る

能力も不足 して い る 。 したが っ て 、小売業者に対 して 中

匡1全十をカ バ
ー

するサ
ービス を提供で きる総合卸売り業

者 は存在しない 。す な わ ち、省 ・
都市単位ご とに複数の

流通経路が競合 しながら、二 次卸や 三次卸へ の 販売を増

加す る こ とに重点が 置 か れ て い る の で ある 。

（6）輸送イ ン フ ラ の 近代化

　中国は 、 1990年代 よ り流通業の 近代化を推進 して お

り、物流 に 関す る技術 と開発 が 重 要視 され た た め に物

流 の IIゴ場規模 も拡大 して い る 。特 に顕著な点 は、国際

輸送 の 増加で ある、，中 国の 総海上 輸送 量 は、4，800 万

TEU （20 フ ィ
ー

トコ ン テ ナ換算）で 、米国の 3，970 万

TEU を抜い て 丗界
一・

とな っ た （人民 日報 2004．1．12日

付〉。 2003 年の 上 海港 の コ ン テ ナ取扱量 は、前年 よ り

100万 TEU 程度増加 し、1ρ00万 TEU を越えて 世 界第

三 位 とな っ た 。 2005 年 に も同港 の 拡 張⊥事を実施 し、

イン フ ラ整備 を急速 に進め て い る 。

　中 国で は物流 市場が経済成長 をは るか に超える勢い

で 拡大して い るの で ある。中国の GDP 〔国民総生産）

成長率が年8％−9％ で 推移 してい る の に対 して、物流市

場 は年 20％〜30％ の ペ ー
ス で 成長 を続けて お り、2003

年度は2ρ00億元 （約 2兆 6，000億 PJ）に達 したとい わ

れ る ＝ 凵本 の 製品価格 に 占め る物流 コ ス トの 割合 は

10％ 以下 で あ る とい わ れ て い る が、中国 で は 17％ に達

して い る 。 日本 を含 め た物流 の 外部委託 の 比 率 は 50％

前後で あ る が、中国で は物流の 90％ を荷主が 運営 して

い る。現在、中国政府は対 GDP 比率で 13％ を 目標 に

物流 の 効率化 に 取 り組 ん で い る が、この 傾向か らみ て

巨 大 な物流 ア ウ トソ
ー

シ ン グ 市場 が 実現す る 可能性 が

あ る。

5。サプ ライチ ェ
ーン に おける物流の効率化 とその

　謀題

（1）輸送手段 の 選択

　本稿 の 第 2節第 （3）項で 論 じた ように、世界 の 海 ヒ

コ ン テ ナ輸送量の 伸張 は、過去 30 年間持続 して お り、

2004年 に は ア ジ ア 発 北 米行 き、欧 州 行 き と も10％ 以 上

増加 して い る。こ の よ うなコ ン テ ナ 船 に 対す る 需要の

増加 は荷主 側 の 輸送 ス ペ ー
ス の 確保 に 影響を及 ぼ して

い る。繊維製品をはじめ多くの 貨物 を取扱 う商社 で は、

納期遅 れ を防止す る ため に早 め に 予約す る な どの 対策

をと っ て お り、また、ノ ッ ク ダ ウ ン 生産用 の部品の輸

出を行 っ て い る 日産 自動車 は 年間契約 に よ り輸送 ス

ペ ー
ス の 必要量を確保して い る 。 しか し、輸送力増強

を進めて い る 海運各社 に とっ て、現在 の 造船能力 で は

世界貿易量の 増加 と比較して、需給バ ラ ン ス を確保す

る こ とは 可能で あ る とい え よ う。

　生 産地 ・中 央物流 セ ン タ
ー

か ら各国
・各地 域の 市場

へ の 輸送 の 最適化 を検討す る 場合、コ ス トお よ び 目的

地 へ の 到着時間 も考慮す る必要が あ る。市場別需要予

測
・
原材料の 調達

・
部品生 産

・
組立生 産 を行 う国や地

域 ・工 場 の 場所が 決定され る と、輸送手段を決め て輸

送計画 を 策定す る こ とに な る 。 輸送問題 は、輸送手段

の チ ャ
ー

タ
ー
計画、ア ウ トソ

ー
シ ン グ、需要量の 大き

さ ・
季節変動、在庫量 、輸送手段の 選択、輸送手段 の

積載容量 の 選択、国 外 ・国 内の ハ ブ 港 の 選 択 、外航船 ・

内航船の 選 択、複数港で の 荷卸しの 選択等多 くの 事柄

と関連 して い る〔1　”’）。

（2）コ ン テ ナ輸送 とモ ーダ ル シ フ ト

　近年、モ
ー

ダル シ フ ト （輸送手段 の転換）に関して 、

幹線物流で は環境負荷の 小 さい 鉄道や海上 輸送へ の 移

行が 見 られ る よ うに な っ た。また、大都市郊外にハ ブ

セ ン ターを設置す る こ とに よ っ て 、輸送回数削減 に よ

る 環境対応 を進め て い る 。鉄道貨物輸送 に 伴 う二 酸化

炭素の 排出は トラ ッ クの 八 分の
・、船舶 の 二分の

一
と
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環境負荷が著しく小さい
。

　日本 に おける鉄道 コ ン テ ナ輸送は、発着の 顧客企 業

か ら最寄駅まで を利用運送事業者 の トラ ッ ク で結び、

そ の間の幹線輸送を鉄道が担当す る とい う、door　to

door の 複合
一

貫輸送を行 っ て い る ．
モ ーダ ル シ フ トに

向けた多様な企業 ニ ーズ に も対応する必要がある が、

環境問題 の 高まりとサ ービス ・ス ピードな ど近代化 し

た鉄 道 貨物輸送 の 特性へ の 認識が 進 む 中で 、コ ン テ ナ

貨物 の 鉄道輸送量 は 増 加傾 向 に あ る、，

　モ
ーダル シ フ トの 進展 に 十分 に対応 で きる輸送力を確

保す る ため に は、線路容量の 拡大や車両が 到着 した駅 の

ホー
ム で 貨物の 積 み卸 しを行う着発線荷役方式の 拡大な

どの イ ン フ ラ整備が 必要になる。東京湾 と栃木県を結ぶ

コ ンテ ナの 内陸輸送を自動車輸送か ら鉄道輸送 に切 り替

え、環境対応と コ ス ト削減を両立 した例 と して、JUKI

の 輸出す る際に取 り組ん だ輸送を挙げてみ る 。

　JUKI は、中距離 の モ
ー

ダル シ フ トを軌道 にの せ て お

り、 栃木県大田原市 にあ る工 場か ら東京港を経由して

海外 に輸出す る コ ン テ ナ の内陸輸送を、段階的 に ト

ラ ッ クか ら鉄道 に 切 り替えて い る   。通常、トラ ッ ク

輸送 か ら鉄道輸 送 へ の モ
ー

ダ ル シ フ トは、数百 キ ロ

メ
ートル を超える遠距離輸送 で なけれ ば難 しい と され

て きた。距離が短 い 場合、トラ ッ ク と比較した 場合の

コ ス ト増 や リードタ イム の 延長が 相当な レ ベ ル で 発生

す るか らで ある。JUKI は コ ス ト低減 を図 る ため に港 か

ら空 コ ン テ ナ を ドレージ して くる の で は なく、特定 の

船会社 と提携 して 東北 ・北関東地区で 輸送 を完了した

輸 入 コ ン テ ナ を JUK ［の 大 □原工 場 に 囮送 して も ら う

取組 み を行 っ た。しか し、JUKI　 L場 の 近隣 にあ る企 業

が 、輸 入取引で JUKI と同 じ40 フ ィ
ー

トの コ ン テ ナ を

用 い て い た と して も、船会社が異なれ ば こ の 取組み は

実現 しなか っ たの で あ る。

　今回の JUKI の 取組み で は、00CL （香港系船会社）

と川崎汽船 の 親密な関係に よ り、コ ン テ ナ の 相互 乗 り

入 れ が 実現 し、川崎汽船の コ ン テ ナを持ち込 ん で 、代

わ りにOOCL の コ ン テ ナ をピ ッ ク ア ッ プす る こ とが 認

め られ た の で あ る（17）
。

　   の 輸出業務 に 対応 して 、輸 入 業務の パ
ー

トナ
ー

として栃木県内に あ る 日立 グ ル
ープは、輸入 コ ン テ ナ

をJR貨物の東京タ
ー

ミナル か ら宇都宮 ま で 鉄道輸送す

る こ と に した。こ の 場合、迅速な リ
ー

ドタ イ ム 及 び コ

ス ト低減を図 る た め、東京か ら栃木まで コ ン テ ナ を運

ぶ ドレ
ー

ジ車両 に、輸入 コ ン テ ナ の デ バ ン ニ ン グ を し

て い る 間に 、JR 貨物 の 宇都宮タ
ー

ミナ ル に別の コ ン テ

ナ を取 りに行くように した の で ある 。 まず、日立 の 栃

木事業所 に輸入 コ ン テ ナ を搬入 した トラ ク ターは、コ

ン テ ナ を積ん だ トレーラーご と切 り離 し、代わ りに鉄

道 で 運 ん で きた輸入用の 空 コ ン テ ナ を牽引して、JR貨

物の 宇都宮 ターミナ ル に 搬入 し、空 コ ン テ ナ を降ろ し、

東京から鉄道輸送 され て きた 輸入 コ ン テ ナ を積込 んで

栃木事業所まで 運送す る cls）、，日立 グ ル ープは、ドレー

ジに よ る陸上輸送 と鉄道輸送を効率的に 組み 合わ せ る

こ と によ っ て 、コ ス ト上昇を抑える こ とが で きた の で

あ る c，

　 ヒ述 した よ うに、日 ・Σが輸入 に使用 して い る川崎汽

船の コ ン テ ナ を UICT （宇都宮国際 コ ン テ ナタ
ー

ミ ナ

ル ）に搬入 し、こ れ に代わ っ て JUKI が使用す る OOCL

の 検査済み コ ン テ ナを持ち出す こ とが 口∫能に なっ たの

で ある 。
こ の 方式に よ り、JUKI は、ドレ

ージ車両を効

率的 に 運行す る 日立物流の 仕組 み を応用 で きた た め、

物流 コ ス トの低減 を実 現 す る こ とが で き、さ ら に、□

本国内 に お い て 異な る 輸出入企業が、異なる 船会社の

コ ン テ ナ を鉄道輸送 で 往復利用す る取組 み が 成功 した

の で あ る 。

（3）輸送面に お ける リ ス ク管理

　 グ ロ ーバ ル 化の 進ん だ経済で は 、国境 を越えて生産と

原 材料 ・
部品 の 調達 と を結び 付 け て 販売 に 繋げ る ため

に、多様 な市場選好や 輸送時間及び 距離等 の 要囚か ら生

ず る さまざまな リス クが発生す る。たとえば、グ ロ
ー

バ

ル な生 産拠点 を持つ 製造企 業に とっ て 、グロ ーバ ル サ プ

ラ イヤ
ー

は同じ品質、同 じ価格 の 原材料・部品を大量 に

供給す る こ とに よ っ て 、これ ら を安 く購入する機会を提

供 して くれ る。こ の よ うな経済の グ ロ
ー

バ ル 化が 進 ん だ

ため に、サ プ ラ イチ ェ
ーン プ ラ ン は、ロ ジス テ ィ ク ス 戦

略 を決定す る場合 に 有効な情報 を提供 して くれ るの で あ

る。しか し、企 業が 原 材料
・
部品等を輸入 し、製品を輸

出す る場合 に は、輸送距離、リ
ー

ドタ イム、JITに対応
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グロ
ーバ ル ・ビジネス に お けるマ ル チモ ーダル 輸送 とその 課題 につ い て （荒畑）

する 納期管理の 問題が 生 じて くる 。

　近 年、中国の 重 慶市や 四 川 省成都市な ど 内陸部 に 欧

米の ICT企業が 相次 い で 開発拠点を設立 し、さら に 、自

動1車メ
ーカー、電気メ

ーカーな どが、中国 で の 生産を

考慮 に入れなが ら、高度な製造技術や効率的な物流体

制な ど を優先 し、ア ジ アで 自在に製造拠点を構える動

きが 目立ち、ア ジア の製造拠点の 再編が進んで い る 。 こ

の よ うな点を検討 して み る と、本稿 で論 じて きた よう

に、ア ジ ア に お ける内陸部に製造拠点を設立 して 、製

品を海外に 輸出する とい う取引が 増加 して くる と、内

陸 部か ら沿 岸部に輸 送 す る場 合 の テ ロ 対策 な どの リス

ク 管理を重視 しなけれ ば な らない。こ の 点に つ い て は、

輸人する場合に も該当す るの で あ る。

（4）物流人材教育の 必 要性

　日本国内の物流 ・ロ ジス テ ィ クス 環境 は欧米諸匡1と

比べ て 市場 ニ ーズの 面や地理的な 面か ら考察して も極

め て複雑で ある、，こ の よ うな状況 の 中で 、各企業がそ

れ ぞれ の 手法 で 業務 の 効率化 を図 り、コ ス ト低減 を実

現 しよ うと して い る。そ こ で 、グ ロ
ーバ ル SCM の 改

革 を実践で きる 人材 、3PL に対 応 で きる人 材 、業務 企

両
・
設計能力及 び ICT に 造詣 の 深 い 人材 を育成する た

め の 体系的な教育プ ロ グ ラ ム の 構築が必要 となる。欧

米で は、ロ ジ ス テ ィ クス 専門職 は社会的 に 広 く認識 さ

れ、教育体制 の 整備 も進 んで い る が、ア ジア諸国で は

ロ ジス テ ィ ク ス ＝経営戦略 とい う認識 が一
般的に 浅い

とい えよ う。た とえば、中国に は 50 の 省 が あり、一
つ

の 国の よ うに 自治 を持 っ て 法律 を施行 して い る。こ の

た め、中国 で は 省を越える 際 に、輸送 コ ス トの
一

定割

合が 通行料として 徴収され る c，また、省が独自に建設

した 倉庫の 利用 を義務 づ けて い る例 もあ る。こ の よ う

な法律や規制に 関する解釈の問題 は、中国で ビ ジネス

を展開す る企業が検討 して お くべ き事柄 で ある 。 製造

企業や物流業者が ビ ジネス を展開す る に は、物流 と情

報 シ ス テ ム が 必要で あ るが、倉庫 で の 配送管理 シス テ

ム や情報シ ス テ ム 部門 にお ける 専門 的な知識を備えた

ス タ ッ フ が 不足 して い る 。

　発展途上国の 中に は、ロ ジス テ ィ ク ス 及 び SCM シ ス

テ ム に関する 人材が少な く、先進諸国の 企業が こ れ ら

の 国々 で ビ ジ ネス を展 開 する 際 に必要 な 能力 を備えた

人材 を活用す る こ とが困難な場合が ある 。こ の ような

こ と か ら、  実際に貨物を移動さ せ る現場オ ペ レ
ー

シ ョ ン 教育及び物流担当者の 知識が業務 に偏 りす ぎな

い ように して、電子情報を受発信で きる よ うな教育、 

物流、ロ ジス テ ィ ク ス の 基本概念 を把握 し、体系的な

理論 とそれ を確実 に実践 で きる新しい 知識 を身につ け

た 強い リーダーシ ッ プを発揮で きる 人材 を育成す る こ

とが重要 と なる。

むす び

　本稿で 考察して きた よ うに、効率的なICTの 活用は、

情報処理時間 と その 費用 を削減 し、多様 な貨物輸 送

モ
ード間で の 連結をシーム レス な もの にする こ とに

よっ て、マ ル チ モ
ー

ダル 輸送 を発展させ て きて い る。つ

まり、貨物の 積出地から仕向地まで の 輸送を行 う場合

に ICT を 駆使する こ とに よ っ て高い 効率性を発揮 し、

マ ル チ モ
ー

ダル 輸送チ ェ
ー

ン 全体 の 能力 を最大限に 引

き出すた め の モ ード問で の 情報交換を可能にす る か ら

で ある 。マ ル チ モ
ーダル 輸送 を追跡 ・監視す る こ とに

関 して、顧 客向 け に積 み 出 され た貨物 の 情況を追跡 で

きる リア ル タ イ ム
・イ ン フ t 一メ

ー
シ ョ ン

・シ ス テ ム

の 導入 に はIC タ グの 使用が求められる ように な っ た。

セ キ ュ リテ ィ 情報 をIC タグ で管理する た め に重要 な こ

とは、貨物の 輸送中に読 み取り、書 き込 み、内容確認

とい う処理 を実施 しな けれ ば な らず、シス テ ム と して

高速処理 に 追従で きる 仕組 み が 必要 とな る。

　上 記 した よ うに、物 流 を合 理 化 し、そ の 実 施運 営 の

た め に は、資金 （自動化機器、物流 セ ン タ
ー、情報 シ

ス テ ム 機器へ の 投資を含む）お よ び陸上 ・海上 ・航空

輸送、受発注業務、物流セ ン ター
へ の 入荷物検収 か ら

検品出荷まで の知識、経験、物流セ ン タ
ー

の情報機器

とその 運用 に関す る知識 を持 つ 人材が 必要 とな る 。

　企業間 コ ラ ボ レ
ー

シ ョ ン をグ ロ ーバ ル な規模で 実現

す る に は、XML ／EDI仕様を用い た企 業間の
・
「青報交換 を

前提 と して 、電子商取引 を行 う際の 重要な要素で ある

シ ス テ ム の 標準化 を行 う必 要が あ る。国際 EDI や 業際

EDI で は、世界中で 商慣習の 異なる 業種間で 使用され

る ため、メ ッ セ
ー

ジ要素の 定義と解釈は異 なる企業の
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コ ン ピュ
ー

タ を使用する 場合 に重要 な課題 とな るの で

ある 。

　先進国の 政府や 産業界は、マ ル チ モ
ーダル 輸送 シ ス

テ ム お よび ICT が十分 に整備され て い ない 国々 に対し

て、資金的に も技術的に も支援 して い ける よ うな仕組

み を積極的 に検討 して、近代化過程に ある発展途上 国

が
一
定の 活動の 場 を創出で きる よ うな環境 を作 り出 し

て い くこ とが 必要で ある 。

　発展 途上 国が 効率的で信頼陸の 高 い 輸送 シ ス テ ム や

近代的な ICT を整備す る こ とに よ り、こ れ らの 国々 の

生産力を増大させ る こ とが 可能 と なり、物流 の 改革 に

寄与 して取引費用を低減させ る こ とが で きる 。 すな わ

ち、大都市と地方 を結 ぶ 運輸手段 を整備す る こ とに

よ っ て 、企業 の 製造拠点や物流拠点の 設立 が 促進 され、

開発 の 遅れ た 地域の 経済が 活性化され、経済発展の 効

果 が 地方 に波及す る よ うに な る の で あ る。発展途 ヒ国

が グ ロ ーバ ル 市場を実現す る には、貿易 や 投資に 関す

る規制 を緩和し、グ ロ ーバ ル 市場で 競争 で きる 産業を

育成す る こ とが重要で ある。
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【注】

〔1）　 Multimodal 　 Transport は lntermodal

　　 Transportationとほ とん ど同義に用 い られ て お

　　 り、（社）日本荷主協会発行 （2003）の 『JSC 国

　　 際物流用語辞典』に よれ ば、複合
一

貫輸送 とは 貨

　　 物 を．m−一の 運送契約の もとに 国際間に わた っ て複

　　 数 の 異 な る運 送手段 を利用 して 運 送する こ と、と

　　 定義 して い る。MTC 条約 で は Multimodal

　　 Transport とい い 、　 TCM 条約で は Combined

　　 Transportとい う。 146 ペ ージ 。

　　 本稿 にお い て、コ ン テ ナ に よ る複合
一
貫輸送 が普

　　 及 した こ とに よっ て 、海上輸送、航空輸送、鉄道 ・

　　 道路輸送 の 技術的な改善が行わ れ、港湾や 空港、

　　 鉄道、トラ ッ ク 輸送 な どの 輸送手段 の 結合連絡地

　　 点 の 役 割 が 増 加 し て い る こ と か ら 主 に

　　 Multimodal　Transport の 用語 を使用 して い る 。

（2）　 日本や米国で は コ ン ピュ
ー

タや携帯電話などの 情

　　 報通信技術を表す用語と して 「IT （lnformation

　　 Technolog｝（）」が通常使用 されて い るが、情報社会

　　 で は 、
い つ で も、 どこで も、誰 とで もコ ン ピュ

ー

　　 タ ・ネ ッ トワ
ー

ク に つ なが り、コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ

　　 ン が 自在に で きる の で 、国際的 に は 「ICT 　：

　　 Information　and 　Communication 　Technology （
’
情

　　 報通信技術）が 広 く定着 して い る。本稿 に お い て

　　 も、「ICT」を使用する 。

〔3）

（4）

（5）

（6）

〔7｝

Cyber　ShipPing　Guide，　Ocean　Commerce 　Ltd．，

2001
，pp．2．なお、TEU （TXventy・Foot　EqUivaユent

unit）は、国際標準規格の 20 フ ィ
ート ・コ ン テ

ナを1 と し、40フ ィ
ー

ト・コ ン テ ナ を 2 として計

算する単位で、コ ン テ ナ積載能力や輸送実績な ど

を示す際 に使用 され る 。

外 国貨物 を最 終 目 的地 まで 輸送 す る際、経由地 で

他の 船舶また は 航空機 に 積み 替える 場合の 物流中

枢地点 の こ とで 、主要都市 や積 み替え中枢地点に

設置 され 、 貨物の 荷捌きと集配 を コ ン トロ ー
ル す

る基地。

Joaquin　De　Cea
，
」．Enrique　Fernandez

，
　Valerie

Dekock 　and 　Alexandra 　Soto（2005），
“Solving

Network　Equilibrium　Problems　on 　Multimedal

Urban 　Transportation　Networks 　with 　Multiple

User　Classes”，7｝rarコsport 　Reviθws ，　Vol．25．

3PL （Tliird　Party　Logistics）とは、運送人Carrier）

で も荷主で もない 第三者が、貨物の 移動、梱包、

配送、在庫管理など、資材 の 調達か ら製品 の 販売

に至 る まで の ロ ジス テ ィ ク ス 業務を代行する こ と

を い う。

定期船航路 に お い て 、サ ービス の 強化の た め の 便

数 の 増 加 お よ び コ ス ト削減の た め、単独で も基幹

航路 で 5，000TEU を超える 超大型船 に よ る ウ ィ
ー
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グロ ーバ ル ・ビ ジネ ス に お ける マ ル チ モ
ー

ダル 輸送 と その 課題に つ い て （荒畑 ）

 

（9〕

（10）

（11）

（12〕

クリ
ー・

サ
ービ ス が 提供で きる有力船社 （Mega

Carrier）の こ と。

田中道雄／鄭杭生 ／ 栗田真樹 ／ 李強 編 著 （2005）

「現 代 中 国 の 流通 と社会」 ミ ネル ヴ ァ 書房、215

ペ ージ 。

前掲書、216 ペ ー
ジ。

刈屋大輔 （2005）「日中路線に貨物専用機を積極

投入2007年度貨物収入 1000億円目指す」「LOGI −

BIZ』48ペ ージ 。

永海靖典／矢矧晴彦 （2004）「国内流通チ ャ ネル

の 構築 シ ナ リオ」「LOGI −BIZ』28 ペ ージ。

「フ ォ ワ
ーデ ィ ン グ か ら 3PI．へ 」（2004）『LOGI 一

Cl3）

C14＞

（15）

（16）

〔17 ）

（18♪

BIZ 』11 ペ ージ 。

前 掲書、13 ペ ー
ジ。

何隆 （2005）「中国の 経済発展 と交通 イ ン フ ラの 整

備」「現代中国の流通』同文舘出版、46 ペ ージ 。

久住正
一

郎 （2002 ＞「物流情報シス テ ム の進め方』

日本実業出版社、194ペ ー
ジ。

岡山宏之 （2005）「海 コ ン の 陸送 を鉄道に シ フ ト

環境対応とコ ス ト削減を両立」「LOGI −BIZ 』、51

ペ ー
ン o

岡山宏之、前掲書、52 ペ ージ。

岡 山宏之、前掲書、53 ペ ージ。
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